[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2][bookmark: OLE_LINK3]様式第１号（第６条関係）
　　年　　月　　日

東北町長　様
　
令和４年度東北町燃料費高騰対策事業継続支援金交付申請書兼誓約書

令和４年度東北町燃料費高騰対策事業継続支援金の交付を受けたいので、令和４年度東北町燃料費高騰対策事業継続支援金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。

	申請者
（法人名又は
個人事業主名）
	フリガナ
	

	
	名　　称
（法人名・会社名）
	

	
	代 表 者
	

	
	住　　所
	〒

	
	電話番号
	

	
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支援対象事業
（該当するすべての事業に〇を記入）
	
	一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）

	
	
	自動車運転代行業

	
	
	一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）

	
	
	一般貨物自動車運送事業

	
	
	特定貨物自動車運送事業

	
	
	貨物軽自動車運送事業

	支援対象車両
	別紙１「対象車両一覧」のとおり

	交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

※別紙１「対象車両一覧」の支援金申請額合計と同額
※交付申請額の上限は1事業者につき50万円まで


※裏面あり
●役所記入欄ですので、申請者は記入しないでください。
	確認事項 ：
	□　確定申告書類等の写し　　□　営業許可証等の写し　□　本人確認書類
□　申請車両の車検証の写し　□　別紙１対象車両一覧

	交付決定額
	滞納状況
	課　長
	課長補佐
	確　認
	受　付
	受理印

	


万円
	· 誓約書

· 無
	
	
	
	

	




	
誓約書

　私（当社）は、令和４年度東北町燃料費高騰対策事業継続支援金の交付を申請するに当たり、下記の内容について誓約します。

記

１．令和４年度東北町燃料費高騰対策事業継続支援金交付要綱第３条に規定する要件の全てを満たしています。
２．申請書に記載された内容は事実と相違ありません。また、虚偽等があった場合は、支援金の返還に異議なく応じます。
３．東北町から、現地調査、聴取調査及び是正のための措置の求め等があった場合は、速やかにこれに応じます。
４．令和４年度東北町燃料費高騰対策事業継続支援金交付要綱第７条に規定する、支援金の支給の可否を決定するために必要な、東北町が保有する私（当社）の収入・所得等の内容及び町税及び公共料金等の納付の状況に関する情報を利用することに同意します。
以上
年　　月　　日           住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名（代表者名）又は個人事業主名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　



■提出書類
項目を確認し、☑をいれてください

	　

	チェック欄
	項目

	提出１
	□
	令和４年度東北町燃料費高騰対策事業継続支援金申請書兼誓約書（本紙、別紙１）

	提出２
	□
	申告に関する書類の写し

	提出３
	□
	対象車両等の車検証の写し

	提出４
	□
	業種別営業許可証等の写し

	提出５
	□
	本人確認書類


　　　



（別紙１）
■対象車両一覧
	No.
	自動車登録番号（ナンバー）
	No.
	自動車登録番号（ナンバー）

	例
	八戸　100　さ　1234
	11
	

	1
	
	12
	

	2
	
	13
	

	3
	
	14
	

	4
	
	15
	

	5
	
	16
	

	6
	
	17
	

	7
	
	18
	

	8
	
	19
	

	9
	
	20
	

	10
	
	21
	


　※一覧に記入しきれない場合は、本紙をコピーしてご利用ください。
　※被けん引車は対象となりません。

一般乗用旅客自動車（タクシー　緑ナンバー）
　　　　　　　　交付金額　20,000　円　×　　　　台　＝　　　　　　　　　　　円
随伴用登録車両（運転代行業）
　　　交付金額　20,000　円　×　　　　台　＝　　　　　　　　　　　円
一般貸切旅客自動車（貸切バス　緑ナンバー）
　　　交付金額　50,000　円　×　　　　台　＝　　　　　　　　　　　円
一般貨物自動車（貨物　緑ナンバー）
交付金額　50,000　円　×　　　　台　＝　　　　　　　　　　　円　
特定貨物自動車（特定貨物　緑ナンバー）
　　　交付金額　50,000　円　×　　　　台　＝　　　　　　　　　　　円
軽貨物自動車（軽貨物　黒ナンバー）
　　　交付金額　20,000　円　×　　　　台　＝　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　支援金申請額　合計　　　　　　　　　　　　円
[bookmark: _GoBack]※支援金申請額の上限は１事業者につき50万円までです。
